
施策分野 ２　本県の教育の課題に応じた教育のあり方

２－８　意欲ある全ての者への学習機会の確保

現状と課題

平成２９年度の取組状況の評価

○生活保護世帯の子どもの大学等進学率は下がり、全国平均並となった。平成２８年度の生活保護世帯の子どもの高等

学校の中途退学率は前年を下回り、全国の中途退学率と同じになった。しかも、高等学校の中途退学率のうち、経済的理
由によるものの割合は、大幅に減少した。

○子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進するとともに、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民と

の交流活動を推進する放課後子ども教室等の開催日数は順調に増加している。
○へき地学校で訪問指導を実施した小・中学校は、平成２９年度は要請のあった全てのへき地学校（小・中）に対し指導主
事を派遣したが、全ての要請に対応することはできなかった。
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奨学金の貸与状況
上段：貸与率(%)、下段：貸与者数(人)

7

修学の奨励と教育の機会均等を図るため、勉学の意欲がありながら経済的な理由により修学
が困難な高等学校等の生徒に対し奨学金を貸与する。

100
1,273

100
1,046

100
871

地域未来塾等の学習支援の機会の創出 補助を行った箇所(箇所)※奈良市を含む

高等学校等奨学金貸与事業（修学支援奨学金、育成奨学金）

99.0

94.3
96.0

96.5
94.3

－

非常勤配当率(%)

研修参加者の満足度(%)

－
95.5

－
96.2

生活支援アドバイザーの派遣 アドバイザーの派遣状況
上段：相談件数(件)　下段：巡回指導小学校数(校)

経済的な理由により、家庭での学習が困難な児童・生徒等を対象に、地域住民が協力して学
習支援を実施する市町村等に補助を行う。（目標値：小・中学校等で90箇所）

80

家庭や地域等、子どもが様々な課題や困難等を複合的に抱えているケースについて、福祉の
視点をもって関係機関とも連携しながら、幅広く支援を行う社会福祉士や精神保健福祉士の
資格を有する者を配置し、学校、市町村への支援も行う。（目標値：相談件数100件、定期的な
巡回指導小学校70校）

1,367
78

－ 69

－
154
31

団体数(団体)

新・県内大学生による学習等支援事業 実施した町村数（町村）

県内大学生を南部・東部地域に派遣し、小・中学生の学習等支援を実施する。（目標値：４町
村で実施）

－

経済的困難な環境にある子ども等が安心して集い、学習支援等を受けることのできる場の設
置及び充実を促進するため、市町村と連携した取組を行う団体に対し補助を行う。（目標値：４
団体で実施（H28未実施の団体））

3

－ 4

－

小規模の中学校における免許外教科担任の解消を図り、教育効果を上げるため、非常勤講
師を配置する。（目標値：対象校の全てに配当）

100

理数教育実践研究の実施
児童の算数・数学、理科の学習意欲に

関する肯定的な回答の割合(%)

－

95.2 100

理数教育の充実に向け、へき地校のモデル校において、大学等と連携しながら中学校教員に
よる小学校での授業などを通し、効果的な教育課程の開発や児童の学習意欲の向上のため
の実践研究を行い、その成果を広く県内各学校に周知する。（目標値：児童の算数（数学）・理
科の学習意欲に関する肯定的な回答の割合80%以上）

95.8

739

へき地校への指導主事等の訪問
肯定的に答えた学校の割合(%)
訪問の要請に対する派遣割合（%）

98.7

へき地教育研究振興大会の開催

平成２８年度

主な取組（平成２７年度～平成２９年度）

平成２９年度

タブレット端末等のＩＣＴ機器を活用した学習等をモデル的に実施し、へき地における効果的な
指導方法を開発する。（目標値：児童の学習意欲や学力向上に関わる項目に肯定的に回答し
た教員及び児童の割合80%以上）

へき地校等で教科等の研修講座を開催し、教員の指導力向上を図る。（目標値：研修参加者
の満足度90%以上）

肯定的な回答の割合(%)
上段：児童　下段：教員

取組の成果と課題

91.3
94.7

98.5

「子どもの学び場」づくり支援事業

○へき地校への訪問による教科等の研修講座参加者の満足度は100％で非常に高い。指導主事の訪問要請に対する派遣割合が90%
を下回っている。これは、全てのへき地校へは、２回は派遣しており、学校への派遣割合でいうと100%を達成しているが、それ以上に
依頼要請が多かったためである。
○「子どもの学び場」づくりや「地域未来塾」、生活支援アドバイザーの派遣といった、経済的に困難な環境にある子どもに対する生活
及び学習等の支援の仕組みづくりは、着実に進んでいる。
○へき地における教育の質を保ち、教育効果を高めるための非常勤講師の配置など免許外教科担任解消に向けた取組は着実に進
んでいる。
○教員等の共同設置の支援として、吉野郡（５村）において２件（家庭、技術）の共同設置を継続して支援している。

学習指導及びへき地が直面する教育について研究協議するとともに、へき地教育の振興と充
実を図る。（目標値：参加人数500人以上を維持）

677

へき地指定校等を指導主事等が計画的に訪問し、各学校の課題に応じて、学校環境等の把
握や学習指導等についての指導助言を行う。（目標値：へき地校への訪問指導が教育活動に
生かされたと肯定的に答えた学校の割合90%以上）

100
88.9

免許外教科担任解消非常勤講師の配置

へき地校への訪問による研修講座の開催

上段：取組名　下段：取組内容 平成２７年度

参加人数(人)

584

小規模校における協働学習を活性化するためのＩＣＴ活用事業 

- 36 -



経済的な理由により、家庭での学習が困難な児童・生徒等を対象に、地域住民が協力して学習支援を実施する市町村等に補助を行う。

へき地教育研究振興大会の開催

学習指導及びへき地が直面する教育について研究協議するとともに、へき地教育の振興と充実を図る。

参加人数500人以上を維持

延べ相談件数600件以上

家庭や地域等、子どもが様々な課題や困難等を複合的に抱えているケースについて、福祉の視点をもって関係機関とも連携しながら、幅
広く支援を行う社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有する者を配置し、学校、市町村への支援も行う。

研修参加者の満足度90%以上

へき地校等で教科等の研修講座を開催し、教員の指導力向上を図る。

へき地校への訪問による研修講座の開催

小・中学校等で90箇所

免許外教科担任解消非常勤講師の配置

小規模の中学校における免許外教科担任の解消を図り、教育効果を上げるため、非常勤講師を配置する。

対象校の全てに配当

理数教育実践研究の実施

理数教育の充実に向け、へき地のモデル校において、大学等と連携しながら中学校教員による小学校での授業などを通し、効果的な教
育課程の開発や児童の学習意欲の向上のための実践研究を行い、その成果を広く県内各学校に周知する。

児童の算数（数学）・理科の学習意欲に関する肯定的な回答の割合80%以上

県内大学生による学習等支援事業

生活支援アドバイザーの派遣

地域未来塾等の学習支援の機会の創出 

４団体で実施（H29未実施の団体）

経済的困難な環境にある子ども等が安心して集い、学習支援等を受けることのできる場の設置及び充実を促進するため、市町村と連携
した取組を行う団体に対し補助を行う。

公立高等学校等就学支援事業

公立高等学校等において、教育にかかる経済的負担の軽減を行うため、授業料相当額の高等学校等就学支援金を支給する。

今後の主な取組より (平成３０年度)

評価

○へき地の地理的な制約に対して、学校環境や学習指導等の状況を把握し、教育の質を確保するための取組が根付いてきており、
今後も取組を進めていく必要がある。そのためにも、へき地校への指導主事の訪問や研修講座の開催を積極的に行う必要がある。
○放課後子ども教室や地域未来塾等の開催日数は増加しており、放課後や週末における様々な体験活動や地域住民との交流活動
の場が広がっている。今後も継続していくために、内容を検討し、充実させていく必要がある。
○奨学金については、希望者が年々減少しており、近年は要件を満たす希望者全員に貸与できている。

「子どもの学び場」づくり支援事業

＊　＊　＊

上段：取組名　　中段：事業・取組内容　　下段：平成３０年度指標・目標値

県内大学生を南部・東部地域に派遣し、小・中学生の学習等支援を実施する。

10市町村で実施
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